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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 7 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

100
333

1,796
補助率 -1,796

8,000
270

1,954
50,000

定額

５．その他参考となる事項
【委託料内訳】（概算）

【負担金】 システム改修　　

【扶助費】 不足額給付① 2,800人×15,000円＝42,000,000円
不足額給付② 200人×40,000円＝8,000,000円

60,657

1,953,800円 （電算センター通知による）

3,000件
50,000,000円

初期構築 500,000円
コールセンター運営費（8月～11月） 3,000,000円
事務処理業務（審査、不備連絡等） 1,800,000円

合計 8,000,000円

計

物価高により厳しい状況にある市民の負担を緩和するため、令和6年度分所得税の確定等に伴い、当初調整給付金に不足を生じた人等に定額減税に係る調整給付（不足額
給付）を実施する。

１　支給対象者　①令和6年度において実施した定額減税調整給付の算定に際しては、令和5年所得等をもとにした推計額を用いて算定したことにより、令和6年分所得税及び定額減税の実績確定後に、本来給付
すべき額と調整給付額との差が生じた者。②令和6年分所得税及び令和6年度分個人住民税所得割ともに定額減税前税額がなく、かつ、税制度上扶養親族対象外であり、かつ、低所得者世帯向け給付の対象世
帯の世帯主・世帯員に該当しない者。
２　給付対象者数等（見込）　①の給付対象者　2,800人　②の給付対象者　200人
３　給付額　　①の給付対象者　　当該不足する額を1万円単位で切り上げて算定した額　　　②の給付対象者　　原則4万円　　※令和6年1月1日時点で国外居住者であった場合は3万円

事業費(千円) 60,657 予算額(単位：千円)

（消耗品費）事務用品一式　100,000円　　　　【今回追加補正】

（手数料）振込取扱手数料　332,750円        【今回追加補正】

システム改修

委託料

委託料

令和７年度 6月 補正予算

③移住・定住・住まい

15 新規 ○予算書ページ

事業名予算体系 ３　民生費 １　社会福祉費

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり

７　低所得者支援及び定額減税補足給付金費 定額減税調整給付金不足額給付金費

政策分野

実施主体 市 所属部 行政経営部 所属課 税務課

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
定額減税調整
給付金（不足額
給付）

需用費

委託料

役務費

60,657

事業費(単位:千円) 60,657

使用料及び賃借料

システム改修　委託料→負担金　　　　　　 　 【今回追加補正】

調整給付金不足額給付業務　8,000,000円  【今回追加補正】

事務機器リース　270,000円 　　　　　　　　　　【今回追加補正】県支出金

定額減税調整給付金（不足額給付）　　　　　 【今回追加補正】

地方創生臨時交付金

ふるさと応援寄附金

負担金市債
扶助費

システム改修　委託料→負担金　　　　　　 　 【今回追加補正】

一般財源

システム利用、印刷、封入封緘、発送等 2,700,000円

財
源
内
訳

国庫支出金
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

40,700
3,200

補助率 2,000

3,000

５．その他参考となる事項

※補助概要等については当初予算と同じ
地方創生移住支援金
当初予算事業費
6月補正事業費
（補正財源内訳） 県支出金

一般財源

8,200 40,700

事業内容

移住促進応援金
さが暮らしスタート
支援事業
地方創生移住支援金

移住促進応援金
さが暮らしスタート
支援事業
地方創生移住支援金

移住促進応援金
さが暮らしスタート
支援事業
地方創生移住支援金

財
源
内
訳

47,686 44,243 35,653 48,900

事業費(千円)

基本方針

令和７年度 6月 補正予算

18,703 27,750

2,000千円
3,000千円
2,250千円

750千円

計

事業名

予算書ページ

　自然と調和、快適住生活のまちづくり 政策分野

予算体系 2  総務費 1 総務管理費 6 企画費 移住促進関係補助事業

③移住・定住・住まい

実施主体 市 所属部 総合戦略部 所属課 13 新規

総合計画による位置づけ

移住促進による人口増加を目的とし、活気と歓声に満ちた地域社会の構築へ繋げていく。

企画政策課

移住の各要件に応じて、市単独事業の「移住促進応援金」、県補助を活用した「さが暮らしスタート支援事業【後継事業】」、国の制度を活用した「地方創生移住支援金」を支
給する。

176,482 予算額(単位：千円)

実施年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容
負担金、補助及び交付金移住促進応援金

さが暮らしスタート
支援事業【後継事業】
地方創生移住支援金

補助金

移住促進応援金

さが暮らしスタート支援事業【後継事業】

県支出金 2,550 3,600 3,450 6,150

地方創生移住支援金

国庫支出金 【今回追加補正】世帯1件、子ども加算2件

事業費(単位:千円)

その他

3,000,000円

市債
ふるさと応援寄附金 44,000 30,000 13,300 15,000

200

一般財源 1,136 10,643
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

26,298
1,440

補助率

定額

５．その他参考となる事項

当初予算事業費
6月補正事業費
（補正財源内訳） 国庫支出金

一般財源

補正後事業費

1,440 26,298

26,298千円
1,440千円

6月

20,063 20,064 20,124

２　総務費 １　総務管理費

27,738千円

※6月補正については、昨今の物価高騰の影響を受け、各地域コミュニティともに縮
小及び断念せざるを得なくなった取り組みに要する費用に対し、既存交付金に追
加し交付する。（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）

財
源
内
訳

一般財源 3,794 3,049 12,101 6,174

ふるさと応援寄附金 800

その他

事業内容
各種コミュニティ
活動に対する支
援

各種コミュニティ
活動に対する支
援

各種コミュニティ
活動に対する支
援

各種コミュニティ
活動に対する支
援

事業費(単位:千円) 23,857 23,913 32,225 27,738

予算額(単位：千円)

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

13 新規

小学校区を基本に組織する各認定地域コミュニティ運営協議会（以下、地域コミュニティ）が策定した「地域計画」に掲げる地域づくり活動を支援し、安全・安心に心豊かに暮ら
すことができ、「住んでよかった・住み続けたい」と思える本市全域での持続可能なまちづくりを推進する。

予算書ページ

事業名 地域コミュニティ交付金

③住民自治・住民参画

実施主体 市 所属部 総合戦略推進部 所属課 企画政策課

令和７年度

総合計画による位置づけ 基本方針 　みんなで創る、自発のまちづくり

補正予算

予算体系

計

1,440千円

地域コミュニティ交付金（７地区）26,298千円

【今回追加補正額】　1,440千円

107,733

市内７地区の各地域コミュニティが行う「地域計画」に基づいた多様な地域づくりの取り組みに要する経費に対し、交付金を交付する。

事業費(千円)

政策分野

９　地域振興事業費

地方創生臨時交付金 1,440
県支出金
国庫支出金

負担金、補助及び交付金

20,124
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

257
472

補助率 15
1/2、2/5 118
75％、95％ 390
90％、100％ 27,322 54,154

227
2,170

1,344,524
292

５．その他参考となる事項 846

当初予算事業費 【補正内容内訳】
6月補正事業費 ・通信運搬費：390千円
（補正財源内訳）一般財源 　ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ基本使用料（25台）

  FMC利用料 等
補正後事業費 ・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫﾝ設定業務：227千円

　既設ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫﾝ設定
  機器配線 等
・ﾊﾟｲﾛｯﾄｵﾌｨｽ用ｽﾏﾎ：846千円
　ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ購入（25台）

※FMC：固定電話とｽﾏﾎの内線通話サービス   回線敷設工事 等
1,371,846 58,941

1,463千円
1,463千円

1,430,787千円

交際費

56,882

【今回追加補正】ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫﾝ設定業務227,000円

委託料 設計・監理業務49,322千円、庁舎建設等支援業務32,154千円

1,429,324千円

20,633

20,165 218,228 2,198,851

計

9,205

事業費(単位:千円)

財
源
内
訳

一般財源 185 42,352

令和７年度

744,700

666,900 620,000

庁舎整備関連
事業

庁舎整備関連
事業

庁舎整備関連
事業

庁舎整備関連
事業

塩田庁舎等利活用検討委員会5,700円×15人×3回＝256,500円

普通旅費81,000円×5人＝405,000円、1,700円×1.3×5人×4回＝44,200円

費用弁償（塩田庁舎等利活用検討委員会委員）7,180円×3回＝21,540円

報酬

旅費

パイロットオフィス（企画政策課、広報・広聴課執務室）内で業務用スマートフォンを導入し、新庁舎で検討している電話運用やスマートフォンを活用した働き方改革の検証を行
い、新庁舎での電話設備及びその運用について検討する。

企画政策課、広報・広聴課の業務用スマートフォンの購入、開通を行う。
既存の固定電話とスマートフォンの内線通話を可能とするための既設ビジネスフォンの設定を行う。
スマートフォンの設備後、コールセンターとの連携や電話取り次ぎ等の電話運用、電話以外でのスマートフォンの活用による効果検証を行う。

事業費(千円) 予算額(単位：千円)3,868,031

実施主体 市 所属部 総合戦略推進部 所属課 企画政策課

庁舎整備関連事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　みんなで創る、自発のまちづくり 政策分野 ⑤財政計画

令和７年度 6月 補正予算

予算体系 2 総務費 1 総務管理費

1,430,787

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

予算書ページ 13 新規

16 庁舎等整備費 事業名

備品購入費 ｻﾌﾟﾗｲﾄﾞｯｸ用什器291,500円

【今回追加補正】ﾊﾟｲﾛｯﾄｵﾌｨｽ用ｽﾏﾎ846,000円

工事請負費 新庁舎建設1,344,524千円

視察土産15,000円

需用費 消耗品118,000円

1,464,800
46,518

役務費市債(過年度分)
市債(現年度分)

【今回追加補正】通信運搬費390,000円

国庫支出金 61,776

駐車場使用料10,000円、仮事務所賃借料2,160,000円

ふるさと応援寄附金

その他 19,980 114,100 使用料及び賃借料
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

5,000

補助率

100%

5,000

５．その他参考となる事項

令和７年度 6月 補正予算

予算体系 ２　総務費 １　総務管理費 ９　地域振興事業費 事業名 コミュニティ助成事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　みんなで創る、自発のまちづくり 政策分野 ③住民自治・住民参画

実施主体 その他 所属部 総合戦略推進部 所属課 企画政策課 予算書ページ 13 新規 ○

地域のコミュニティ活動に必要な備品の整備や集会施設建設等に必要な経費を補助することにより、地域のコミュニティ活動の充実・強化を図り、地域社会の健全な発展と住
民福祉の向上に寄与する。

財団法人自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事業として、地域のコミュニティ活動の備品の整備や集会施設建設等に対して助成決定を行い実施する事業。事業の採
択（助成金交付決定）は、同センター自らが行う。
事業実施により、地域のコミュニティ活動の充実・強化を図り、地域社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄与することができる。

事業費(千円) 41,200 予算額(単位：千円)

実施年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容
一般コミュニティ
助成事業

一般コミュニティ
助成事業

一般コミュニティ
助成事業

一般コミュニティ
助成事業

負担金、補助及び交付金 【一般コミュニティ助成事業】

・石垣区自治会　　　　　　　　2，500，000円

・温泉区自治会　　　　　　　　2，500，000円

事業費(単位:千円) 9,200 22,000 5,000 5,000

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金
市債

その他 9,200 22,000 5,000 5,000

ふるさと応援寄附金

長胴太鼓・折りたたみテーブル・スタッキングチェア・ワイヤレスアンプ他 2,500

一般財源 計

一般コミュニティ助成事業 温泉区自治会 テント・フルカラー複合機・パソコン・浮流面他 2,500

事業区分 実施団体名 事　　　業　　　内　　　容 助成決定額（千円）

一般コミュニティ助成事業 石垣区自治会
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

2,800

補助率

定額

５．その他参考となる事項
※事業費は当初予算額と同じ
当初予算事業費
（財源内訳） ふるさと応援給付金 1,000千円

一般財源 1,800千円
6月補正事業費
（補正後財源内訳） ふるさと応援給付金 1,000千円

地方創生臨時交付金 1,000千円
一般財源 　 800千円

補正後事業費

2,800

2,800千円

計

2,800千円

2,800千円

一般財源 3,220 71 300 800

地方創生臨時交付金 3,000 1,371 1,500 1,000

ふるさと応援寄附金 1,300 2,000 1,000
市債
県支出金財

源
内
訳

国庫支出金

医療機関への個別接種委託料

【今回補正額】　財源内訳補正のみ

委託料2,800千円のうち、1,000千円を地方創生臨時交付金で充当

事業費(単位:千円) 6,220 2,742 3,800 2,800

事業内容
子ども等ｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ接種
費用軽減事業

子ども等ｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ接種
費用軽減事業

子ども等ｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ接種
費用軽減事業

子ども等ｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ接種
費用軽減事業

委託料

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

物価高騰により生活費が家計を圧迫している状況の中、高額の自己負担となるｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ接種を行う世帯が減少することが予測される。そのため自己負担に対する費
用助成を行うことで子育て世帯のﾜｸﾁﾝ接種の経済的負担を軽減し、ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ感染予防及び罹患後の重症化予防につなげ、ひいては医療費削減に努める。

<ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ接種対象者>　0～18歳（高校3年生相当）・妊産婦
<助成額>　　　　　　　　　　　　　　 1回につき2,000円助成　※医療機関と委託契約し、接種費用のうち交付要綱に基づく金額（2,000円）を委託料として医療機関に支払う
<助成回数>　　　　　　　　　　　　　2回（0～12歳）、1回（13～18歳、妊産婦）

事業費(千円) 15,562 予算額(単位：千円)

健康づくり課 予算書ページ 18 新規

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ⑤健康・医療

実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課

予算体系 4　衛生費 1　保健衛生費 4　予防費 事業名 子ども等ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞﾜｸﾁﾝ接種費用軽減事業

令和７年度 6月 補正予算
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

12,600

補助率

10/10,1/2

定額

12,600

５．その他参考となる事項

食材費不足額を対象施設へ補助。 【歳入】
円
円 （10,620,000円×1/2）

歳出予算は前年度一人当たりの中間値15,000円×園児数 合計 円

ただし、県補助基準額は下記となり上限額を超える場合は上限額を補助。 【歳出】
上限額　　7,500円（※1）×物価上昇率44％（※2）×12月×園児数 認定こども園1号認定分 円 （15,000円×132人）

円 （15,000円×708人）
※1　国が示す金額（主食費3,000円、副食費4,500円） 合計 円
※2　県学校給食会の「学校給食用一般物資供給価格」、
　　　「学校給食用物資売渡価格」（Ｒ3→Ｒ7対比）の上昇率

7,290,000

1,980,000
認定こども園2・3号認定分、小規模保育園 10,620,000

12,600,000

令和7年度支出額（食材購入費）　－　令和7年度収入額（保護者からの給食費） 認定こども園1号認定分（県10/10） 1,980,000
　　　＝食材費不足額 認定こども園2・3号認定分、小規模保育園（県1/2） 5,310,000

一般財源 1,366 1,610 計

地方創生臨時交付金 1,309 3,333 3,300 3,700

ふるさと応援寄附金

市債
県支出金 1,522 3,970 5,759 7,290財

源
内
訳

国庫支出金

（補助金）認定こども園、小規模保育園

事業費(単位:千円) 2,831 7,303 10,425 12,600

事業内容
保育所等給食
費支援事業

保育所等給食
費支援事業

保育所等給食
費支援事業

保育所等給食
費支援事業

負担金，補助及び交付金

実施年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

給食を提供する保育所、認定こども園、地域型保育事業所に係る給食の材料費等の高騰分に対し補助することで、保育施設等の負担軽減を図り園児の栄養バランスや量を
保ち健やかな成長を育むことを目的とする。

これまで通りの栄養バランスや量を保った給食が提供されるよう保育施設等に対して給食材料費の物価高騰分相当額を補助する。
【対象施設】認定こども園12園、小規模保育園１園
【補助割合】認定こども園１号認定（県10/10）、認可保育所、認定こども園2・3号認定、小規模保育園（県1/2、市1/2）

事業費(千円) 33,159 予算額(単位：千円)

予算書ページ 16 新規実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 子育て未来課

１　児童福祉総務費 事業名 保育所等給食費支援事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ①結婚・妊娠・出産・子育て

令和７年度 6月 補正予算

予算体系 ３　民生費 ２　児童福祉費
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 6 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

304

補助率 56

1/2 440

800

５．その他参考となる事項

職員旅費 大阪市 76,000円×4名＝ 304,000円

消耗品費 事務用品  56,000円

委託料 220,000円×2日間＝440,000円

　　【事業費内訳】

一般財源 400 400 計
その他
ふるさと応援寄附金

市債
県支出金 400 400 委託料

消耗品費

財
源
内
訳

国庫支出金

普通旅費

需用費

事業費(単位:千円) 800 800

事業内容
中山間チャレン
ジ事業

中山間チャレン
ジ事業

旅費

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

中山間地域の棚田や茶畑を守りつづけてきた人々の歴史や努力、思いを未来につないでいくため、大阪・関西万博に出展することにより、
農産物や農村環境、食文化の情報発信・情報伝達に努める。また、この機会を活用して、消費拡大・販路拡大に向けたネットワークづくりに努める。

「ＴＥＡＭ　ＥＸＰＯ　２０２５」プログラム共創チャレンジとして、「未来につなぐ　さが・うれしの中山間プロジェクト」中山間地域で引き継がれる「うれしの釜炒り茶」
文化継承・魅力発信プログラムにエントリーしており、「ＴＥＡＭ　ＥＸＰＯ　パビリオン」に出展を行うことにより、情報発信・情報伝達に努める。

事業費(千円) 800 予算額(単位：千円)

農業政策課 予算書ページ 19 新規

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

実施主体 市 所属部 産業振興部 所属課

予算体系 6 農林水産業費 １　農業費 3　農業振興費 事業名 中山間チャレンジ事業

令和７年度 6月 補正予算
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 7 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

11,100

補助率
（10/10）

11,100

５．その他参考となる事項

○地方部における観光コンテンツの充実のためのローカルガイド人材の持続的な確保・育成事業（観光庁実証事業）
　　地方部でのガイド人材の持続的な確保・育成や、消費単価の向上、オペレーションの改善等により、体験型コンテンツの持続的な供給や地域消費の向上へと結びつけた、地域一体となり
　総合的に取り組むモデル地域を選定・支援。
　　①ガイド人材の確保・育成を核にした地域一体的なビジネスモデルの構築事業（調査事業）
　　②ローカルガイドの質の向上に必要な設備導入・物品購入等（補助事業）
　　※今回活用する事業は、①の調査事業（実証事業）

一般財源 計
その他
ふるさと応援寄附金

市債
県支出金財

源
内
訳

国庫支出金 11,100

先進地視察　50,000円×10人＝500,000円

ガイド用品購入　10,000円×20組＝200,000円

ガイド研修、モニターツアー実施ほか　一式　10,400,000円

事業費(単位:千円) 11,100

事業内容
ローカルガイド
人材を育成する
実証事業

委託料

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

嬉野市の来訪者数は回復しているものの、昼間の滞在時間が短いため、宿泊費以外の消費単価が低いことが課題となっている。
その課題解決のひとつとして、滞在時間の延長に繋がる体験コンテンツの造成があるが、嬉野温泉街においては、まち歩きガイドが存在していないため、観光庁の実証事業
（10/10国庫負担）を活用し、街中での滞在時間を増やすとともに消費単価の向上を図る。

観光庁の実証事業を活用し、ローカルガイド人材の育成と地域資源を活用したガイドコンテンツ及びまち歩きツアー商品を造成する。

事業費(千円) 11,100 予算額(単位：千円)

予算書ページ 21 新規 ○実施主体 市 所属部 産業振興部 所属課 観光商工課

事業名 ローカルガイド人材育成実証事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ④観光

令和７年度 6月 補正予算

予算体系 ７　商工費 １　商工費 ４　観光費
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

57
1,100

178
補助率 12,540

704

５．その他参考となる事項

・補正内容
　高圧電気設備の中でも重要な「高圧区分開閉器」が更新推奨時期を超えているため
取替えを行う。
　※その他の事業概要等については当初予算と同じ

当初予算事業費
6月補正事業費
（補正財源内訳） 一般財源

補正後事業費
14,579計

704千円

14,579千円

13,875千円
704千円

一般財源 20,234 19,306 12,563 14,579
その他
ふるさと応援寄附金

市債
県支出金

委託料 指定管理委託料

財
源
内
訳

国庫支出金 工事請負費 【今回追加補正】　高圧電気設備取替　703,560円

指定管理選定委員報酬

需用費 （修繕料）施設設備修繕

役務費 （保険料）建物共済

事業費(単位:千円) 20,234 19,306 12,563 14,579

事業内容
市営公衆浴場
管理

市営公衆浴場
管理

市営公衆浴場
管理

市営公衆浴場
管理

報酬

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

市営公衆浴場「シーボルトの湯」の開設・運営により、観光客や市民が手軽に嬉野温泉に入ることができる「観光スポット」及び「憩いの場」を創出することで嬉野温泉の良質な
泉質と温もりのあるおもてなしが感じられるとともに、シンボル的な外観等で嬉野温泉のPRが図られ、観光客の増加に繋がる。

市営公衆浴場「シーボルトの湯」のサービス向上と経費削減を図るため、民間のノウハウを活用した指定管理者制度による管理・運営を行う。

事業費(千円) 66,682 予算額(単位：千円)

予算書ページ 21 新規実施主体 市 所属部 産業振興部 所属課 観光商工課

事業名 市営公衆浴場費

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ④観光

令和７年度 6月 補正予算

予算体系 ７　商工費 １　商工費 ８　市営公衆浴場費
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

300
74

3,000
補助率 500

34,783

4,151

５．その他参考となる事項
今年度、当初契約において業務内容から対象外とした集客促進業務及び集客促進
に係る広告宣伝業務
１．集客促進業務委託料の内訳
 集客促進業務：3,240千円
 広告宣伝業務：  320千円
　　　　　諸経費：  214千円
　計　3,774千円×1.1≒4,151千円
２．集客促進業務の内容
　うれしの茶交流館館内での小イベント及び駐車場スペースを利用した大イベント、
　季節ごとの定期的なもの、地場産業と連携したもので年間を通じたイベント業務
３．広告宣伝業務の内容
  うれしの茶交流館の特色やイベント情報をSNSやメディア等により発信する業務 42,808計

一般財源 20,097 17,987 26,382 42,808
その他 3,997 5,423 6,546

ふるさと応援寄附金 3,000 3,000 3,000

　【今回追加補正】

市債 集客促進業務

県支出金

景観維持管理業務

財
源
内
訳

国庫支出金 指定管理

（修繕料）

役務費 （保険料）

委託料 茶園管理業務

事業費(単位:千円) 27,094 26,410 35,928 42,808

事業内容
うれしの茶交流
館運営費用

うれしの茶交流
館運営費用

うれしの茶交流
館運営費用

うれしの茶交流
館運営費用

需用費

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

うれしの茶交流館の設置目的である「うれしの茶に関する先人の努力と技術改良の歴史を後世に伝えるとともに、お茶を通じた人々の交流、情報発信を図り、嬉野市の地域産
業及び文化の発展に寄与すること」により来館者数の増加を図る。

1 うれしの茶に関する資料の収集、保存及び展示に関する業務            2 飲食物その他の物品の販売に関する業務
3 交流館の施設、設備等の維持管理に関する業務                        　  4 広報・誘客など設置目的を達成するために必要な業務
5 交流館の利用の許可に関する業務                                       　   　6 交流館の利用に係る料金に関する業務
7 指定管理者が交流館の管理運営上必要と認める業務

事業費(千円) 132,240 予算額(単位：千円)

予算書ページ 19 新規実施主体 その他 所属部 産業振興部 所属課 茶業振興課

１０　うれしの茶交流館費 事業名 うれしの茶交流館管理費

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

令和７年度 6月 補正予算

予算体系 ６　農林水産業費 １　農業費
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 6 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

3,498

補助率
10/10

3,498

５．その他参考となる事項
【歳入】
１５　国庫支出金 ２　国庫補助金 ６　教育費国庫補助金 ４　社会教育費国庫補助金
文化庁　文化芸術振興費補助金｢食文化ストーリー｣創出・発信モデル事業
事業内容
１．調査研究事業
　釜炒り茶に関する資料収集や文献・聞き取り調査
２．保護継承事業
　釜炒り茶の後継者育成のため茶業青年会との研修会や市内学校へのパンフレットや
　動画、手揉み体験会による出前授業
３．発信事業
　調査報告書の市ＨＰでの掲載、うれしの茶交流館での常設展示

一般財源 179 計
その他
ふるさと応援寄附金

市債
県支出金財

源
内
訳

国庫支出金 6,000 3,498

文献・実地調査、有識者検討会の開催等

事業費(単位:千円) 6,179 3,498

事業内容
うれしの釜炒り
茶文化継承事
業

うれしの釜炒り
茶文化継承事
業

委託料

実施年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

嬉野茶の伝統的な手揉み釜炒り茶は、高齢化も進み当時を知る人物も稀少となり伝承が困難となっている。様々なコンテンツを作成することで、日本茶文化の礎である嬉野釜
炒り茶の知名度を上げ、釜炒り茶文化を通じて市民へシビックプライドを形成し、文化財登録を目指す。

令和6年度に実施した事業について令和7年度も引き続き調査を行い、有識者検討会を行うことで、より詳細な調査報告書をまとめる。また、令和6年度に作成した映像やパン
フレットを活用し、若手茶農家への研修、学生への体験学習等を行うことで、嬉野における釜炒り茶文化を後世へと繋げていく。

事業費(千円) 9,677 予算額(単位：千円)

茶業振興課 予算書ページ 19 新規

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

実施主体 市 所属部 産業振興部 所属課

予算体系 6　農林水産業費 1　農業費 4　茶業振興費 事業名 うれしの釜炒り茶文化継承事業

令和７年度 6月 補正予算
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 7 年度 ～ 令和 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

50,000 5,000

補助率

定額

50,000 5,000

５．その他参考となる事項
10a当たり経費推計

生産面積300a以上（上限60万円）
約 × ＝

生産面積300a未満
約 × ＝

年平均の物価高騰金額20,000円／10ａを補助単価とする。
上限額60万：茶工場を所有する茶生産者の平均生産面積300ａ×単価20,000円／10ａ

12,285 3,071

合計 79,970 19,992

茶加工
ガス 540

農薬 3,921 980
31,000,000円

電気 1,512 378
重油

項目 過去4年間高騰分 年平均高騰分

茶生産
肥料 61,712 15,428

一般財源 5,000 計

地方創生臨時交付金 50,000

ふるさと応援寄附金

市債
県支出金財

源
内
訳

国庫支出金

茶生産対策支援事業

事業費(単位:千円) 55,000

事業内容
茶生産対策支
援事業

負担金、補助及び交付金

実施年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

嬉野市の主産業であるうれしの茶の生産現場においては、肥料や電気代等の物価高騰により支出が膨らみ、茶の栽培面積や生産者数が毎年減少している。しかし、うれしの
茶は全国茶品評会で農林水産大臣賞・産地賞を受賞する日本一の銘茶であり、市の主産業として今後も振興していく必要がある。このため物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金を活用し、生産にかかる経費の一助となるよう補助金を交付し、茶業の生産性向上を図る。

茶生産者に対し10a当たり20,000円の生産対策支援金を交付する。（上限60万円）

事業費(千円) 55,000 予算額(単位：千円)

予算書ページ 19 新規 ○実施主体 市 所属部 産業振興部 所属課 茶業振興課

事業名 茶生産対策支援事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ①農業

令和７年度 6月 補正予算

予算体系 6　農林水産業費 1　農業費 4　茶業振興費

55,000,000円

単位：円

40人 600,000円

15,500a 2,000円

合　計135

24,000,000円
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

28,000 1,000
△ 28,000 △ 1,000

25,000 1,000
補助率 △ 5,000

52.5・53%

90・100%

５．その他参考となる事項
当初予算事業費 千円
6月補正事業費 千円
（補正財源内訳） 国庫支出金 千円

市債 千円
一般財源 千円

補正後事業費 千円

20,000 1,000計

△ 14,410

21,000

△ 17,590
△ 2,000

55,000
△ 34,000

一般財源 20,938 3,672 562 2,000
その他
ふるさと応援寄附金

市債 18,600 1,900 8,500
県支出金

【今回減額補正】国の内示による

財
源
内
訳

国庫支出金 42,148 3,243 2,234 10,500

道路防災調査、道路付属物調査

【今回減額補正】国の内示による

工事請負費 道路防災工事（市道第一鍋野線）

事業費(単位:千円) 81,686 6,915 4,696 21,000

事業内容
市道調査・改良 市道調査・改良 市道調査・改良 市道調査・改良 委託料

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

道路防災事業により通行車両及び歩行者の安全確保を図ることを目的とする。

市道防災事業路線の防災工事を行う。

事業費(千円) 114,297 予算額(単位：千円)

建設課 予算書ページ 22 新規

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり 政策分野 ⑥道路・交通

実施主体 市 所属部 建設部 所属課

令和７年度 6月 補正予算

予算体系 8　土木費 2　道路橋りょう費 2　道路橋りょう新設改良費 事業名 社会資本整備総合交付金事業（市道調査・改良）
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

41,400 1,000
△ 3,975

25,500 1,000
補助率

57.75・58.3%

90・100%

５．その他参考となる事項
当初予算事業費 千円
6月補正事業費 千円
（補正財源内訳） 国庫支出金 千円

市債 千円
一般財源 千円

補正後事業費 千円

62,925 2,000計

△ 1,413

64,925

△ 2,662
100

68,900
△ 3,975

一般財源 18,356 17,171 21,955 18,987
その他
ふるさと応援寄附金

市債 12,400 33,000 7,800 9,600
県支出金財

源
内
訳

国庫支出金 42,726 64,812 39,595 36,338

橋梁定期点検、橋梁補修設計

【今回減額補正】国の内示による

工事請負費 橋梁補修工事

事業費(単位:千円) 73,482 114,983 69,351 64,925

事業内容
橋梁補修設計・
補修工事・定期
点検

橋梁補修設計・
補修工事・定期
点検

橋梁補修設計・
補修工事・修繕
計画再策定

橋梁補修設計・
補修工事・定期
点検

委託料

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

市が管理する橋梁等について、長寿命化及び修繕等に係る費用の縮減を図りつつ、地域の道路網の安全性・信頼性を確保することを目的とする。

橋梁等の定期点検及び補修整備を行う。

事業費(千円) 322,741 予算額(単位：千円)

建設課 予算書ページ 22 新規

総合計画による位置づけ 基本方針 　自然と調和、快適住生活のまちづくり 政策分野 ⑥道路・交通

実施主体 市 所属部 建設部 所属課

予算体系 8　土木費 2　道路橋りょう費 2　道路橋りょう新設改良費 事業名 道路メンテナンス事業（橋りょう補修整備）

令和７年度 6月 補正予算
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